








査によると、出生半年後、無職の女性は 6 割にのぼる（厚生労働省 2012）。第 1 子出産
後も就業を継続できる女性は、たまたま恵まれた状況にある数少ない者であり、多くの女
性が出産年までに就業継続を断念している（西村 2014：95）。2010 年から 2014 年に第
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 The purpose of this study is to reconsider “work strategy” from a perspective of 
the pregnant workers with the first birth. Previous studies have shown that womenʼs 
work is not necessarily linked to livelihood responsibility. However, this finding has 
not been discussed in relation to continued employment during pregnancy. When 
women pregnant with their first child think about continuation of employment, how 
does this responsibility of their livelihoods relate to work style? The survey results 
show that womenʼs livelihood responsibilities lead to continuation of employment. On 
the other hand, even if they have livelihood responsibilities, they may have to give up 
employment due to problems in the working environment. This suggests that women 










































































































著者が実施、第 2 著者・第 3 著者が同席する場合もある。
　データの特徴を示したい。大阪府茨木市は、大阪府北部に位置し、北摂エリアと呼ばれ
る都市部のベットタウンである。茨木市の合計特殊出生率は、2008 年から 2012 年の間
で 1.41 となっており、全国平均、大阪府平均を上回っている（茨木市企画財政部政策企
画課 2016）。他方、2019 年 4 月 1 日現在、保育所等利用の申込児童数と利用児童数の差





　本研究は、2018 年 2 月から 2019 年 9 月末までに調査を実施した 39 人のうち、妊娠判





帯の所得平均は、29 歳以下で 476.2 万円程度、30 〜 39 歳で 603.7 万円程度となってい













いて半構造化面接法で尋ねた。11 人のうち、現在の仕事を続ける予定の者が 3 人、未決
定者が 1 人、退職ないし退職予定のものが 7 人いることがわかった。
　雇用形態は制度上、就業継続に関して大きな影響を持つことが明らかになっている。第
15 回出生動向基本調査によるとによると、2010 年から 2014 年に第 1 子出産した女性の
就業継続率は、正規雇用のうち 69.1%、パート・派遣のうち 25.2%、自営のうち 73.9% と













対象者 年齢 本人学歴 本人の雇用形態 本人の実家
A 35以上 専門・各種学校卒 非正規 府外
B 20代 大卒 正規 隣接市町村
C 30～ 34 専門・各種学校卒 非正規 府外
D 20代 大卒 正規 近居
E 20代 大卒 正規 近居
F 30～ 34 大卒 正規 府外
G 35以上 大卒 正規 隣接市町村
H 20代 大卒 非正規 府外
I 35以上 大卒 非正規 府内
J 20代 大卒 不明 隣接市町村










































































　K さんも F さんと同様、妊娠をきっかけに分業となる。K さんは大卒後、8 年間福祉
系施設で勤務してきた。結婚前まで住み込みで、結婚後は通いにて仕事を続けており、職







































する。こうして、F さんと K さんは共働へと至らなかった。
　調査時に、共働と分業の双方が選択肢として挙がっていた、E さんの事例をみていきた

























と認識されているのは E さんのみであり、F さんと K さんがそれを主体的に選択してい
るとは言い難い。
（２）非正規雇用者
　次に、非正規雇用の女性（A さん、C さん、H さん、I さん、J さん）を扱う。




経済的な不安を感じることも多かった。それゆえ、C さんはパートを 2 つ掛け持ちして
いた。A さんはすでにパートを退職、C さんもパートを退職する予定となっていた。A さ
んは「（しばらくは）主人のサポートもしながら子育てしていけたらいいなって思ってま
す」と分業について語っている。C さんも「とりあえず最初の 1 年はもう育児して煮つ
まったら」「パートなり何なりしようかなっていうふうに考えていますね」と述べてお
り、仕事に生計維持の意味を付与していない。なお、A さんは夫が「結構忙しいので
（略）朝も早く出て行きますし、夜も帰ってきて 9 時とか 10 時とかになるので、ご飯食
べて寝てまた会社に行く」と述べている。C さんの夫は「（仕事の都合上）今は名古屋に
新幹線通勤しています。たまに東京とかで、出張で家をあけることもあるんですけど、で


















　最後、一度就業を中断するものの、産後早くからの就業を検討している I さんと J さん






























































対象者 類型 生計維持分担 育休取得状況 夫の意向 就業
A 分業 なし→なし 退職 不明 退職
B 共働 あり→あり 取得 辞めてもよい 継続
C 分業 なし→なし 退職 不明 退職
D 共働 あり→あり 取得 就業 継続
E 未決定 なし→なし 取得 辞めてもよい 未決定
F 分業 あり→なし 想像できない 不明 退職
G 共働 あり→あり 取得 不明 継続
H 分業 あり→なし 想像できない 退職 退職
I 共働 あり→あり 退職 続けてもよい 退職
J 共働 あり→できれば 無職 不明 無職（未決定）













1） これは、家計に関する経済学的なテーゼである「ダグラス = 有沢の法則」で指摘されていることであ
る（西村 2014）。とりわけ、「夫の収入が高いと、妻の有業率が下がる」という関係について検討され
てきた（永瀬 1999）。
2） 第 1 子妊娠中の女性 15 人のうち、妊娠判明時、1 人が無職、2 人がフリーランス、12 人が雇用労働者
である。ただし、12 人中 1 人を除いている。なぜなら、婚前妊娠で夫と生計を立てていなかったため
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